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労組周辺動向 No.107 

2021 年 2月 19日現在 

 

1. 法・政策 

(1) 雇用調整助成金の全額助成の要件緩和―休業手当を補填 

厚生労働省は、企業が従業員に支払う休業手当を補填する雇用調整助成金について、全額助

成となる対象の要件を緩和すると発表した。これまでは昨年１月２４日以降、解雇を行って

いないことが条件だったが、中小企業と大企業の一部は今年１月８日から解雇しなければ

全額助成の対象とする。 

 

雇用調整助成金の特例を巡っては、新型コロナ感染拡大による雇用情勢の悪化を踏まえて

昨年、中小企業の助成を最大全額にした。今年に入り直近３カ月の売り上げが大幅に減少し

た全国の大企業や、緊急事態宣言で営業時間短縮に協力した飲食などの大企業も同様に引

き上げた。 

 

「休業支援金・給付金の大企業の非正規雇用労働者の取扱い及び雇用調整助成金の雇用維

持要件の緩和等について」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00003.html 

 

(2) 育大企業非正規への休業支援金：昨年春については賃金の６割 

厚生労働省は、新型コロナウイルスの感染拡大の長期化に応じた新たな雇用対策を発表し

た。休業手当を受け取れない労働者に支給する休業支援金は、大企業のシフト勤務などの非

正規労働者らに昨春までさかのぼって適用。昨年４～６月の休業に賃金の６割を補償する。

都道府県が営業時間短縮を要請した昨秋以降は従来通り８割とする。 

 

厚生労働省は、昨春の支給水準を下げ、昨夏を対象外とした理由について「基本となる雇用

調整助成金（雇調金）を利用した場合とのバランスを考慮した」と説明した。 

 

「休業支援金・給付金の大企業の非正規雇用労働者の取扱い等について」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16671.html 

 

(3) 雇用調整助成金「雇用悪化しない限り 7月以降は元に」―厚生労働大臣 

政府は休業手当を出した企業を支援する雇用調整助成金について、今の拡充措置を 4 月末

まで続ける。雇調金の特例措置は、働き手 1 人あたりの上限額を 1 日 1 万 5 千円とした上

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000107715_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_16671.html
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で、助成率を最大 100%に引き上げている。特例措置は 5～6 月に段階的に縮小される見通

し。 

 

田村憲久厚厚生労働大臣は、「7 月以降、基本的には雇用情勢が大幅に悪化しない限り、通

常に戻す方向で検討している」と説明。一方で「状況が厳しいと予想されれば、臨機応変な

対応も考えないといけない」とも述べ、今後の対応に含みを残した。 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) 「非正規差別だ」 飲食チェーンの女性アルバイト、休業手当の支払い求め調停申し立て 

「まいどおおきに食堂」や「串家物語」など、飲食店チェーンを展開するフジオフードシス

テムで働く女性が昨年１２月、休業手当の支払いを求めて神奈川労働局に調停を申し立て

た。 

 

調停はすでに開始が決定されている。 

 

昨年 4 月の緊急事態宣言で、ケーキカフェ店が入居する商業施設が休業したことから、店舗

も 5月末まで休業することになった。 

すでにシフトが入っていた数日間分だけ休業手当が支給されたが、5 月分の休業手当は一切

支払われなかった。 

 

女性は２０２０年６月、労働組合を通じて団体交渉を申し入れたり、９月と１２月にストラ

イキを決行したが、それでも会社側は支払いを認めなかった。 

 

正社員には休業手当が 100％支払われている。 

「パートやアルバイトの業務内容は社員と大きな差はないのに不合理な差別ではないか」

として女性は昨年１２月２５日、休業手当１３，３５３円の支払いをもとめて、神奈川労働

局に調停を申し立てた。 

 

(2) 富士そば、労組幹部 2人懲戒解雇―未払い残業代巡り対立 

立ち食いそば店「名代富士そば」を展開するダイタングループの店舗運営会社が、未払い残

業代の支払いなどを求めて会社側と対立している「富士そば労働組合」の委員長と書記長の

幹部２人を１1 月２９9 日付で懲戒解雇したことがわかった。労組側は「処分理由は事実無

根」と反発し、解雇無効を訴えて争うとしている。 

 

懲戒解雇されたのは富士そば労組の安部茂人委員長ら。2 人とも店舗運営会社「ダイタンデ

ィッシュ」の係長だった。処分理由の通知書では、①未払い残業代請求の労働審判を有利に

するため、業務報告書などの勤務記録を事後的に改ざん・捏造（ねつぞう）した②労働審判

で会社側の反証を困難にするため、店長らの勤怠データがある会社のシステムを改ざんし

た、などとされた。 
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(3) 山形大学のが残業代５４０間未払い問題：上司が定時退社記録を指示？ 労働基準監督

署が是正勧告 

山形大が工学部（米沢キャンパス）に勤務する男性職員に残業代を支払わず、米沢労働基準

監督署が労働基準法に違反するとして、２０２０年１０月１４日に是正を勧告していたこ

とが判明した。大学は未払い分を、２月１７日に支給する方針。 

 

未払いは２０１９年８月～２０年１２月の間で、残業時間は計５４０時間にのぼるという。

職員から通報を受けた労基署が勧告した。 

 

大学は職員から残業実態を聞き取り、勤務時間の精査を行った。 

職員は「上司の教授側から定時退社で記録するように」との指示があったと指摘。職員は、

指示に従ったが、納得がいかず、研究室の「出退勤記録簿」に正確な勤務時間を記入し、保

管していたという。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) パートの特別給与が昨年から２割増加―「同一労働同一賃金」施行が影響か 

厚生労働省は、働き手の賃金の動きなどを調べる毎月勤労統計調査の２０２０年分を発表

した。パートタイム労働者のボーナスなどにあたる「特別に支払われた給与」が前年比２０．

１％増の３，０００円となり、２００１年以降で最大の増加率だった。厚労省は、正社員と

非正規社員の不合理な待遇差を禁じる「同一労働同一賃金」を定めた法律が、２０２０年４

月から大企業に施行された影響もあるとみている。 

 

パートの特別給与の増加は３年連続だが、前年比増加率は２０１８年の４．２％、２０１９

年の１．６％を大きく上回った。一方、名目賃金にあたる労働者１人あたりの月額の平均現

金給与総額は、前年比１．２％減の３１万８２９９円で、２年連続で減少。基本給など「所

定内給与」は同０．２％増だったが、新型コロナウイルス禍の影響で、残業代など「所定外

給与」が同１２．１％減だった。物価変動の影響を除いた賃金の動きを示す実質賃金指数も、

前年比１．２％減と２年連続で前年を下回った。 

 

「毎月勤労統計調査 令和２年分結果速報」 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r02/02cp/dl/pdf20cp.pdf 

 

(2) 正社員と非正規の通勤手当、企業の２割で差：熊本労働局調査 

熊本県内の企業の２割で正社員と非正規従業員の通勤手当支給に差があることが熊本労働

局の調査で明らかになった。正規と非正規の「不合理な待遇差」を禁止する「同一労働同一

賃金」のガイドラインは、通勤手当について原則、同一支給を求めている。 

 

同一労働同一賃金を定め、昨年４月に施行された「パートタイム・有期雇用労働法」は今年

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r02/02cp/dl/pdf20cp.pdf
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４月から、中小企業にも適用される。労働者が待遇差の説明を求めれば、企業は応じる義務

がある。 

 

熊本労働局が２０２０年１１～１２月、熊本県内に本社機能がある企業に自主点検表を配

って調査したところ、非正規従業員がいる５４６社のうち２０．０％に当たる１０９社が、

通勤手当の待遇が違うと回答。１０９社中３３．９％の３７社は、待遇の違いを「説明でき

ない」と答えた。 

 

病気休暇制度も１３．９％の７６社で待遇差があり、このうち１９社は理由を説明できない

と答えた。 

 

熊本労働局雇用環境・均等室は「合理的な説明ができない場合は、不合理な待遇差と判断さ

れる可能性がある」と指摘。具体的な対応法などの相談に応じるという。 

 


